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1．　はじめに

　他の多くの国々と同様に，米国は対日貿易において膨大な赤字を抱えている。

この問題は，今日における主要な経済問題であるとともに政治問題でもある。

だが日本の関税をみると，ほとんどの製晶において米国の水準なみに引き下げ

られている（Mm1994）。従って，日米通商における議論の焦点は，いわゆ

る「非関税障壁」または「構造的参入障壁」と呼ばれる部分に向けられつつあ

る。

　日本に非関税障壁が存在していることは，国際ビジネスの研究で以前より認

識されている。非関税障壁のユつの要因は，文化の違いである。日本とのビジ

ネス関係を構築する上で，文化の違いが問題となることが多い。15年ほど前，

Graham（1981）によって，日本に対する米国の貿易不均衡は，日本を十分理

解していないことに起因するものであり，とりわけ，ビジネス交渉の理解は極

めて欠如していることが指摘された。

　日本の流通システムは，米国企業にとってもう1つの非関税障壁要因となっ
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ている。海外のメーカーは，自社製品を日本国内で流通させてくれる業者をな

かなか見いだすことができない。流通経路の確保は，まさに日本の小売業者や

卸売業者とビジネス関係を開始することであり，やはりいくつかの問題を含ん

でいる。

　日本の流通システムが主要な参入障壁であるという見解は，これまでにも多

くの研究よって指摘されてきた（Kreinin1988；Namiki1989；Prestowitz1988；

Sim㎝1986）。実際，流通システムが複雑であるということは，日本のマーケ

ティング調査会社が欧米の調査会社に比べて流通に力点をおいていることから

もよく理解できる（Naumam，Jackson，and　Wolfe1994）。しかしながら，流通

確保の問題が誇張されすぎている，と主張する研究もある（Alden1987；Arm・

strong1989；Czinkota1985；Hacker1985）。こうした混乱が生じている理由の

一つとして，流通問題を扱った研究の多くが，実証べ一スではなく経験べ一ス

であるからだと考えられる。

　国際マーケテイングに関する最近の文献をみると，「チャネル・マネジメン

トの領域は依然として未着手である」，「影響とコントロールの問題ばかりに関

心が向けられ，チャネル・メンバーの選択や動機づけにはほとんど関心が向け

られていない」といったことが指摘されている（Douglas　and　Craigユ992）。

Johns㎝，Sakam，andOnzo（ユ990）でもまた，異文化にまたがるチャネルの継

続的な関係について，社会的観点や行動的観点で検討した研究がほとんどない

と主張している。特に，小売業者が他国の供給業者をどのように選択するのか

という点は，ほとんど何も明らかにされていない。日本において流通経路を確

保したいと考える米国企業にとって，日本の小売業者の意識や選好を十分理解

していないことは，市場への参入障壁の1つになっているものと恩われる。

　厄介な異文化問題の研究は，日本の小売業者へ調査を実施することによって，

確実に前進させることができるだろう。それにより，流通システムにおける1

つの中核となっている小売業者と供給業者との関係を明らかにできる。日本の
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小売バイヤーの購入意恩決定に及ほす要因にはどのようなものがあり，各要因

の重要性と影響度はどうなっているのか。米国の供給業者は，どうすれば日本

の流通経路を確保できるのか。調査によって，日本側のこうした情報を直接把

握することができる。これらの情報に関しては，米国の小売バイヤーの情報が

既に発表されているので（Alpert，Kamins　and　Graham1992），日本の実状を解

明するだけではなく，米国との直接的な比較も可能となるのである。

21小売業者の仕入れに関する仮説

　米国の供給業者から仕入れるにあたり，日本の小売業者はどのような意思決

定を行うのだろうか。この点を明らかにするために，まず個人的なインタ

ビューを行った。そこには，小売バイヤーだけでなく，商社マン，日本に居住

している米国ビジネスマン，米国商工会議所日本支部の流通担当者なども含ま

れている。

　同時に，日本の小売仕入れに関する文献レビューも行っれその過程で・

「リレーションシップ・マーケテイング」という視点が浮かび上がってきた。

この視点は，欧米に比べて日本の文化的規範と極めて整合しているように思わ

れる。MorganandHunt（1994）によると，リレーションシップ・マーケティ

ングを成功に導く鍵はコミットメントと信頼であるという。コミットメントと

信頼は，日本社会における中心的な文化的規範であり，取引関係に持ち込まれ

ることも多い。実際，最近の研究によれば，生産分野における海外との国際合

弁事業において，信頼によってもたらされる満足度はパートナー間の関係に対

するコミットメントを高めるが，その効果は外国側パートナーよりも日本側

バートナーに関してのほうが大きかった（Cullen，Johnson，and　Sakam1995）。

非関税障壁としての臼本の流通システムを説明する上で，このリレーション

シップ要因が小売業者と供給業者との聞においても重要であろうと考えられる。

　以上の議論をへて，米国の供給業者に影響を与えると思われる5つの要因を
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導出した。それらの要因とは次の通りである｛1〕。

　L　供給業者ブランドの参入順位

　2．すでに取引関係のある供給業者に対するロイヤルテイもしくはコミット

　　メント

　3．供給業者とバイヤーのインタラクション・スタイル

　4．供給業者の規模

　5．供給業者の国籍

　第！の要因は，問題となる製品の特徴である。第2の要因と第3の要因は，

バイヤーと供給業者との関係についての特徴である。そして残る2つの要因は，

供給業者そのものの特徴である。これらの要因に基づいて仮説を述べてみたい。

（1〕ブランドの参入順位

　あるブランドを受け入れる場合，当該ブランドのユニーク性や新奇性は重要

な要因となるだろう。しかも，先発ブランドの優位性は，これまでの研究によ

りかなり一般的な見解となっている（Kerin，Varadarajan，and　Peters㎝1992）。

P1MSによって導かれた戦略原理について日米両国のメーカーの経営幹部に尋

ねたところ，いずれの国においても，先発で参入した企業が高収益をあげ，後

発で参入した企業が厳しい状況に直面することを支持すると答えている

（Kotabe　and　Dlldan1991）o

　米国の小売バイヤーに対する調査によると，小売業者は追随ブランドより先

発ブランドを強く選好することも明らかになっている（Alpert，Kamins，and

Graham1992）。メーカーにしてみれば，遣随ブランドであっても非常に売れ

さえすれば成功といえる。しかしながら，小売業者の立場は異なっている。遣

随プランドがある程度売れたとしても，他のブランドとの共食い現象が生じて

いたならば成功とはいえない。当該カテゴリーの売場面積当たりの売上高が低

下してしまう可能性さえある。メーカーと小売業者とでは，明らかに利害関係
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において異なった視点を有しているのである。

　先発ブランドの優位性は，米国よりも日本においてより強いものと恩われ孔

その理由として，少なくとも次の3つが考えられる。第1に，日本の小売店の

棚スペースが，相対的に狭いことである。米国に比べると日本の地価は極めて

高く，大型店を出店しても，それに見合うだけの収益をなかなか達成できない。

しかも，長年にわたり，大店法により大型店の出店は規制されてきた。これら

の結果，各店舗の売り場面積は米国に比べて極めて狭く，各製品カテゴリーの

棚は限られたスペースとなっている。つまり，先発ブランドがある製晶カテゴ

リーの棚を先取りすると，その時点で，後発ブランドが入り込むスペースはほ

とんど残されていないのである。一方，大型店が中心となっている米国におい

ては，棚スペースが少数のブランドだけで占められるという心配はまずない。

　第2に，ある製晶カテゴリーにおいて先発すると，日本のメーカーは違続的

に改良品を導入することが多い。「シャンプードレッサー」を導入したときの

TOTOや「コードレス電話」を導入したときの三洋電機を思い起こして欲し

い。先発として新製晶を導入した後，次々と改良晶を市場に送り出している。

もちろん連続的な改良は耐久財ばかりではない。1つのブランドで成功すると，

サイズや風味の異なるバリエーションを加えることで売り場を確保する戦略が，

後発ブランドを封じるために食品や日用雑貨の分野で頻繁に行われている。つ

まり，後発ではあるが晶質で優る「ベター・プロダクト」戦略は，日本ではそ

れほど宥効に機能しないものと思われる。

　第3に，米国の約25分の1という日本国土の狭さである。大手メーカーであ

れば、新規導入ブランドを数臼のうちに全国へ配荷することができる。チャネ

ルカに乏しく製品を全国的に配荷するまで数週間を要する企業もあるが，全国

紙と全国放映のテレビを利用すれば，ブランドの知名率を迅速に高めることが

できる。市場への浸透を短期間で実現できるわけであり，後から追いかけるブ

ランドは，時間的な遅れというだけで大きなハンデを負うことになる。
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これらの要因はいずれも，日本の小売バイヤーが追随ブランドよりも先発ブ

ランドヘ強い選好を有することに作用するだろう。よって，次のような仮説を

設定した。

H1：日本の小売バイヤーは，追随プランドよりも先発ブランドを選好する。

　また，今回の研究では，Alpert，Kamins，and　Graham（1992）と同じ調査デ

ザインを採用しているので，日米比較に関して次の仮説を設定することができ

る。

H2：日本の小売バイヤーが遣随ブランドよりも先発プランドを選好する度合

　　いは，米国の小売バイヤーにおけるその度合いよりも強い。従って，先

　　発プランドの優位性は，米国よりも日本において大きい。

　先発ブランドの優位性という問題は，米国からの輸入とダイレクトにかか

わっている。日本市場は長年にわたり保護されてきており，ほとんどの産業に

おいて国内企業が活性化している。その結果，既に国内企業が生産していると

いう理由で，全てではないにしても，多くの海外ブランドが追随プランドとし

て知覚されてきた。関税や政府による規制を除外して考えたとしても，先発ブ

ランドの優位性という次元によって，輸入品に対する構造上の障壁が作り上げ

られてきたのである。もちろん過去において，輸入障壁との関違で先発ブラン

ドの優位性が議論されたことはない。第1の要因は，なぜ日本の流通システム

が非関税障壁として機能しているのかを説明するもう1つの新しい視点となる

だろう。
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（2）既に取引関係のある供給業者に対するロイヤルティもしくはコミットメン

　ト

　Morgan　and　Hunt（ユ994）は，グローバルな経済において優れた競争者とな

るためには信頼される競争者であることが求められると述べている。フォード

はこの見解に同意している。そして，日本の自動章メーカーとの競争を有利に

展開するためには，供給業者との聞に信頼の精神を伴ったリレーションシップ

が求められることを公言している（B伽伽s∫W励1992）。Ganesan（1994）も

また，信頼とコミットメントが，効果的で持続的な関係の中心に位置している

ことを主張している。

　特に日本においては，信頼やコミットメントが文化的規範となっている。

従って，ビジネスの世界においても，「義理人情」や「長年の付き合い」と

いった関係が重視され続けている。グループにおける和の意識が強く持たれて

いることも，同じ文化的規範によるものである。

　日本では相手の「面目」といったことも重視される。そのため，ある関係に

おいて，一方だけが便益を得ることは極力避けられ，相手方にも何らかの見返

りが与えられることになる。つまり日本では，長期にわたる互恵的な関係の展

開と維持が欧米以上に求められるのである。とすれば，確立されたパートナー

が，潜在的パートナーよりも重視されるのは当然であり，長期の関係を志向す

ることは，それだけ緊密性を高めることになる（Ganesan1994）。

　以上に述べてきたような特徴により，日本の関係は極めて安定的であり，法

的な契約を志向することはあまりない。もちろん欧米においても，すでに関係

のあるパートナーとの取引を望む傾向があることは否定できない。しかし，こ

の傾向は日本の方がより強いものと考えられる。よって次の仮説を設定した。

H3：供給業者との取引関係において，日本の小売バイヤーは，馴染みのない

　　供給業者よりもすでに関係のある供給業者との取引を強く望む。
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　すでに取引関係のある供給業者を選好する傾向は，日米取引において大きな

影響を有するだろう。欧米企業で日本に根づいている供給業者はそれほど多く

ない。とすれば，欧米企業はアウトサイダーとみなされ，確立された日本の供

給業者はインサイダーとみなされるだろう。もちろん，日本企業であっても，

アウトサイダーとなる供給業者は少なくないので，これは単に日本企業か欧米

企業かといった次元の間題ではない。

（3〕供給業者とバイヤーのインタラクション・スタイル

　日米におけるインタラクション・スタイルの違いに関しては，これまで様々

な研究がなされてきた。例えば，日本人との交渉をいかに進めたらよいかとい

う研究はその一つである（Graham　and　Sano1989）。米国人は比較的迅速にビ

ジネスの話に入るが，日本人はビジネスの話に入る前にある程度の時問を費や

し，雑談をしたりお互いについての理解を深めようとする。また，米国のコ

ミュニケーション・スタイルを「低コンテクスト」とするならば，日本のスタ

イルは「高コンテクスト」である（Hal1and　Hal11987）。

　ある文化において望ましい行動が，別の文化においては不適切ということは

十分ありうる。その結果，コミュニケーションの聞題や誤解が発生するのであ

る。「本音」と「建て前」の使い分けが欧米人にはなかなか理解できないのも，

文化の違いに起因しているものと思われる（Ros㎝berg1986）。

　本研究の目標は，買い手と売り手の関係における日米の違いを発生させるイ

ンタラクション・スタイルの要素を浮かび上げることにある。ここで，Victor

and　Cullen（1988）による倫理的作業風土の枠組みをもとに，2つの概念を説

明しておこう。それらは，「協調型」か「原理・原則型」かという概念であ

る〔2〕。

　これらの立場の基本的な違いは，前者が常に助力を期待されているのに対し

て，後者がそうした助カを期待されていないという点である。例えば，日曜日
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に大切な仕事が入ったとしよう。原理・原則型のバイヤーは「日曜日は休みな

ので，私は家族と過ごすことになっている」というだろう。反対に，協調型の

バイヤーは，何らかの個人的予定が入っていても，しかも，休日であったとし

ても，その仕事を日曜日に処理するだろう。供給業者はバイヤーとの関係向上

に努めるので，バイヤーの満足に通じることならば何でも行おうとするのであ

る（Graham，Johnston，andKamins1994）。

　しかしながら，この見解に全く異論がないわけではない。日本の小売チェー

ン店は欧米化しており，小売業者と供給業者との関係が，メーカーと生産財供

給業者との関係ほど密接ではなくなってきている可能性がある。最近の営業に

関する研究成果をみても，伝統的な協調型関係の限界が指摘されている（石井，

嶋口　1995）。

　以上の議論により，弱まりつつあるとしても，日本の小売バイヤーが「原

理・原則型」アプローチよりも「協調型」アプローチを依然として好むであろ

うことは十分予想される。よって，次のような仮説を設定した。

H4：供給業者との取引関係において，日本の小売業者は「原理・原則型」ア

　　プローチよりも「協調型」アプローチを好む。

（4）供給業者の規模

　供給業者の規模は，日本の小売バイヤーにとって無視できない要因となって

いる。それには，いくつかの理由がある。第1に，日本の消費者は欧米の消費

者に比べて，大手供給業者の製品を好む傾向にある。例えば，日本企業による

ブランド藪略をみてみよう。欧米では個別ブランドが全面に押し出されて広告

されることが多いが，日本では社名を絡めて広告されることが一般的である。

社名をブランドそのものやブランドの一部として位置づけている会社も多い。

馴染みのある社名を加えることにより，米国よりも保守的な日本の消費者に安
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心感を与えるためである。

　第2に，日本の小売業者による購入は，リレーションシップの構築可能性に

左右されることである。もし小売バイヤーが，潜在的パートナーの安定性に不

安を抱いていたならば，コミットメントの度合いは低下するだろう。日本にお

いては，供給業者の規模が安定性をはかる代理変数となりやすいので，小規模

な供給業者は取引相手から除外されることが多い。日本における長期的な関係

の重視を考慮すると，他の条件が等しければ，あえてリスクを犯してまでも小

規模な供給業者と取引きしようとする小売業者はいないだろう。さらに，小規

模な供給業者の多くは，小売業者の要求に応じられるだけの十分な人的資源，

生産能力，配荷能力を有していないことも考えられる。よって，次の仮説を設

定した。

H5：供給業者との取引関係において，日本の小売業者は中小の小売業者より

　　も大手供給業者を選好する。

（5）供給業者の国籍

　日本の仕入行動には，外国製晶を排除する傾向があるのだろうか。国籍に関

する研究は，これまでにも数多く実施されてきた（Cordell1992；Roth　and

Romeo1gg2；Harris2fαム1gg4；Maheswaran1994）。また，様々な国籍研究に関

する文献をレビューした成果も発表されている（Bilkey　and　Nes1982；

Ozsomer　and　Cavusgil1991；Samiee1994；恩蔵1997）。国籍の問題はかなり

複雑な局面を含んでおり，このことは，Samiee（1994）が国籍効果を論じるた

めに，11にも及ぶ要因を取り上げていることからも理解できる。

　日本が米国製晶をネガテイブに捉える理由を考えてみよう。1つには，米国

製品は少なくとも日本製品に比べて品質において劣るという見方がある。実際，

こうしたイメージは，日本の消費者の中に根強く残っている。日本の大学生
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768人を対象とした調査によると，日本製品とヨーロッパ製品は米国製晶より

も晶質面で優れていると知覚されていることが明らかにされている（Sakaki

1994）。

　しかしながら，これは過去の話である。多くの製品分野において，品質面で

の日米格差は認められなくなっている。実際，ドイッでは日本よりも米国製品

を多く輸入している。品質の良さで知られるドイツにおいてでさえ，である。

米国メーカーは，晶質面でのギャップが解消されていることを日本の消費者に

もっと示さなければならない。

　消費者と同様に小売バイヤーも，国籍に対して何らかの選好を有しているの

だろうか。実務的には特定製晶の仕入を決定する前に，供給業者を決定しなけ

ればならない。この段階で除外されてしまえば，仕入交渉前に対象から外され

てしまう。勝負の土俵にすら登ることができないのである。その際，文化的に

距離のある外国の供給業者よりも，自国の供給業者の方を選好することは十分

考えられる。このことは，強力なリレーションシップを構築しやすいという点

からも明かである。とすれば，バイヤーにとっては，供給業者を絞り込む段階

が最も重要になる。換言すれば，製晶の国籍ではなく供給業者の国籍が重要な

のである。よって，次の仮説を設定した。

H6：供給業者との取引関係において，日本の小売業者は外国の供給業者より

　　も自国の供給業者を選好する。

3．調査の概要と測定尺度

（1）データの収集

　我々は，日本における大手スーパー20社をピックアップすることから着手し

た。この作業は，日本経済新聞で発表されている「日本の小売業500社ランキ

ング」に基づいて進められた。参考にしたデータは92年度の売上高であ孔業
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態がスーバーとして分類されている小売業を順番に拾いだし，合計20社になる

までピックアップした。調査票を郵送する前に，選び出された20杜の広報部に

電話をかけ，今回の調査の目的を説明し，協力の依頼を行った。この段階で，

20社中4社から回答拒否の返事があった。調査票は原則的に16社の広報部

　（課）に郵送し，そこを経由してバイヤーに手渡してもらった。また，一部分

ではあるが，個人的な知人を利用して調査の協力を依頼した。そうした会社で

は，キーパーソンである彼らに調査票を郵送し，彼らを経由してバイヤーに手

渡してもらった。

　調査票のそれぞれには，大学の便菱に印刷された挨拶状と切手を貼った返信

用封筒を同封した。1社当たり10部の調査票を配布したが，説明書きを添える

ことにより，異なる製品カテゴリーのバイヤーに届くように依頼した。また，

回答時には各個人の意見で答えてらうことも説明書きに加え，返送は各自返信

用封筒で送ってもらった。

　調査票の配布は1994年の4月で，回収作業は約1ヵ月聞で終了した。ユ07票

の回答があったが，そのうち4票は無効であった。その結果，回答率は少なく

とも64．4％となる。少なくともというのは，広報部や知人が必ず10票全てを配

布したという確証がないからである。

　調査項目は，Alpert，Kamins，and　Graham（1992）で用いられた項目を参考

に作成された。今回の調査結果と彼らの調査緒果を比較するためである。作成

された調査票は，内容や用語において不適切な部分がないかどうかを確認する

ために，数人のバイヤーによって事前にチェックしてもらった。また，一部の

日本語の表現については，再び英語に直し数名の米国人に検討してもらった。

これらの調整プロセスを経て，最終的な調査票が完成している。

　なお，米国でのサンプルは，中規模および大規模スーパーマーケットから回

収した145票である。従って，両者のサンプルには若干の違いがある。例え

ば，サンプルの実数に加えて，日本側のサンプルは16社という少数の会社から
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回収されている。だが，回答者は同一業界で同一職種についており，測定に及

ぼす文化的違いを配慮すれば，日米のデータによる分析結果の比較には重大な

問題が発生しないものと考えられる。

（2〕測定尺度

　既に指摘した5つの要因の相対的重要性を評価するために，トレードオフ形

式のコンジョイント分析型質問を作成した。5つの要因のうち4つについては

2水準，もう1つについては3水準となっている。回答者の誤解を最小限に抑

えるため，我々は要因の定義をできる限り簡潔なものとした亘3〕。

　まず2つ一組の要因のペアを作り，全ての組み合わせの選好を1から順番に

答えてもらった。その際，回答者が質問の回答方法を正しく理解できるように，

全く別の例を挙げて分かりやすく説明した。ペアワイズ式ノンメトリック型の

コンジョイント・デザインは，複雑な統計的プログラミングを必要とするが，

フルプロフィール式メトリック型のコンジョイント・デザインよりも，回答者

にとって簡単で不自然な感じを与えない。

　さらに回答者には，「全く重要ではない（1）」から「非常に重要である

（10）」までの尺度によって，5つの要因のそれぞれについて，重要性を直接

評価してもらっている。

　5つの要因は，次のように測定した。

（参入順位）

　参入順位は，「先発ブランド」対「追随ブランド」という視点で測定された。

これは，Alpert，Kamins，and　Graham（1992）による研究との一貫性を持たせる

ためである。また，追随ブランドを2番手追随と3番手以降の遣随に区分した。

2番手追随のほうが3番手以降の追随よりも望ましいと思われるからである〔4i。

　「先発ブランド」や「追随ブランド」といった概念は，日本のバイヤーの問
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で理解され，浸透しているのだろうか。この点についても確認しておく必要が

ある。そこで，「新製晶を仕入れる場合，それが先発製品であるか追随製品で

あるかを考慮する」といった文章に対して，「非常にあてはまる（十3）」から

「全くあてはまらない（一3）」までの尺度で回答してもらった。2．06という

平均値をみるかぎり，日本のバイヤーの聞に参入順位の概念がかなり浸透して

いると判断してよいだろう。

（ロイヤルテイ）

　ロイヤルティとコミットメントは，リレーションシップが短いより長い方が

大きくなる。この考え方に基づき，バイヤーと供給業者のリレーションシップ

の長さによってロイヤルティを測定した。具体的には，少なくとも数年問は取

引関係にある場合を「長期の取引関係にある供給業者」，これまで取引関係に

なかった場合を「新規の供給業者」とした。

（インタラクション・スタイル）

　この要因は，「協調型」か「原理・原則型」かという点で測定した。気配り

をして礼を尽くす協調型の供給業者は，小売業者の様々な要求を何の異議も唱

えることなく受け入れるだろう。そうすることで，自分たちの長期的利益を小

売業者側が配慮してくれるだろうという前提に立っている。

　一方，原理・原則重視で率直な供給業者は，時として小売業者の要求に同意

しないことがある。とりわけ，要求が企業利益にそぐわないとき，こうした意

見の違いが発生する。取引関係において，自分自身を第一に考えるという立場

に立つ供給業者ともいえる。

（供給業者の規模）

「大手の供給業者」か「中小の供給業者」かという点で識別した。この要因
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（国籍）

　コンジョイント・デザインでは，「日本の供給業者」「米国の供給業者」

「ヨーロッパの供給業者」という3水準で測定された。これにより，米国の供

給業者の選好度合いを明らかにすることができる。なお日本では，欧州諸国に

対して個々の国名を挙げずに，「ヨーロッパの」という集合的な表現を用いた

研究が多い（Sakaki1994）。

　米国の供給業者（国籍の効果についての質間）と米国製晶（一般的な品質に

ついての質問）を評価する質問では，「要求特性による事実加工（demand　arti・

fact）」（回答者が自分に期待されていると思うことを答えること）という問題

が生じる危険性がある。特に，日本人の控え目な性格を考えると，日米取引と

いう非常に政治的な問題では，あまり否定的な回答をしないことも予想され糺

　そこで，個票単位での分析を実施しないことを確認し，回答者の匿名性が保

たれることも確認した。調査の実施機関が大学であるということも明らかにし

た。これらの工夫によって，回答者は極めて率直に回答してくれたものと信じ

てよいだろう。この点を確認しておくことは，日米比較の妥当性の問題に結び

ついている。

　調査票の最後の部分で，日本のバイヤーに一つの質問をしている。それは，

米国企業と日本の小売業者との取引が，どうすればもっと活発化するだろうか

という内容の質問である。そこで，米国供給業者との商談が予定されていると

仮定して，バイヤーに関心領域を尋ねてみた。関心領域としては，ユ．製晶

（パッケージング，信頼性，耐久性，など），2．供給業者の特徴（名声，日

本での実績，自社との取引実績），3．マーケティング上の問題（価格，市場

の潜在僅，収益性），4．当該製品の日本への適応（ラベル，物理的特性）の
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4つである。関心の度合いは，「全く関心がない（1）」から「非常に関心があ

る（10）」までの10段階評価で答えてもらった。

4．分析結果

（1〕平均値の単純比較

　平均値の単純比較では，ブランドの参入順位（7．49）の重要性が5つの要因

のうちで最も高いと評価された。このことは，先発ブランドと追随ブランドと

では日本の小売バイヤーの態度が大きく異なっていることを示している。2つ

のリレーションシップ要因，すなわちインタラクション・スタイルの性質およ

び供給業者とバイヤーのリレーションシップの長さは，重要性においてそれぞ

れ2番目（7・15）と4番目（5．66）に評価されていた。供給業者の規模は3番

目（5．69）に評価されている。平均値の単純比較で重要性が最も低いのは国籍

（5．60）であった。

　一元配置の分散分析（ANOVA）を行ったところ，これら5つの要因間に有

意差が発見された（F＝34．62，p＜．0001）。しかしながら，Turkey－Kramer法

による多重比較を行うと，これら5つの要因が2つのグループに分類され，有

意差はこれら2つグループ聞の平均値の差からもたらされていることが判明し

た。すなわち，参入順位とインタラクション・スタイルに関する重要性では統

計的に有意差がなく，供給業者の規模，リレーションシップの長さおよび供給

業者の国籍に関しても有意差はなかった。ただし，参入順位とインタラクショ

ン・スタイルのほうが供給業者の規模，リレーションシップの長さおよび供給

業者の国籍よりも統計的に有意に重視されていた。

（2）コンジョイント分析

　それぞれの要因のなかで日本の小売バイヤーがどの選択肢を選好するのかを

調べるために，コンジョイント分析を行った。表1に示されたように，国籍が
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最も重要な要因であり，それに参入順位，インタラクション・スタイル，リ

レーションジップの長さξ俸給業者の規模が続いている。重要性ウェ．千トに関

して分散分析を行った綜果，5つの要因聞で有意差があることが判明した（F

＝102．97，P＜．0001）。

　分散分析の後，Turkey・K・ame・法を用いて多重比較を行ったところ，供給

業者の国籍が他のいずれの要因に比べても有意に重要性が高かった。インタラ

クション・スタイルと参入順位は重要性において等しく，両者ともリレーショ

ンシップの長さよりも有意に重要性が高かった。また，リレーションシップの

長さは供給業者の規模よりも有意に重要性が高かった。

　コンジョイント分析において国籍の重要性が圧倒的に高かったことは驚きで

ある。というのも，平均値の単純比較では，国籍は最も重要性が低く評価され

ているもののユつであったからである。しかしながら，前述したように，低い

評価は単に「要求特性による事実加工」の可能性がある。バイヤーは国籍を抽

象的レベルでは軽視していたと考えられる。というのは，彼らはプロであり，

供給業者の国籍よりも供給業者の特性をもっと綿密に検討すべきことが期待さ

れているからである。．しかし，トレードオフ形式で具体的な選択を迫られるこ

とによって，、国籍の本当の重要性が現れたわけである。

　平均値の単純比較とコンジョイント分析から得られた別の重要な結果として，

なぜインタラクション・スタイルと参入順位がリレーションシッブの長さと供

給業者の規模よりも重要であるのかが明らかになった。興味深いことに，イン

タラクーション・スタイルは，平均値の単純比較において1位タイであり，コン

ジョイント分析においては2位タイであった。

一それぞれの要因に対するパートーワース効用値（part　worth　uti1ity）は，表1

に示されているが，仮説ユおよび仮説3から仮説6までをテストするのに用い

ることができる。その結果，、日本のバイヤーは追随ブランド、（3．63）よりも先

発ブランド（2．04）を選好していることが明らかとなった、（数値が低いほど重
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　　　　表1．日本の小売バイヤー行動に影響を及ほす5つの要因

要　　　因

国籍

　日本

・米国

　ヨーロツノ弍

参入順位

・先発

・追随

インタラクション・スタイル

・協調型

・原理・原則型

関係の長さ

・長期

・新規

供給業者の規模

・大手

・中小

重要性ウェイト　パートワース効用値

3．07（s＝、951）

ユ．59（s＝、754）

1．58（s＝．678）

1．46（s＝．6ユ2）

1．33（s＝、503）

ユ、91（s＝．502）

3．61（s＝．278）

4．98（s＝．489）

2，04（s＝．376）

3．63（s＝．376）

2．00（s＝．339）

3．60（s＝．339）

2．10（s＝．306）

3．56（s＝．306）

2．17（s＝．252）

3．50（s＝．251）

要性が高い）。2つのサンプル聞のt検定も有意差を示しており（t士24．2，p

＜、001），仮説1を支持している。同様に，日本のバイヤーは新規の関係より

も長期の関係を選好しており（t＝24．2，p＜．00工），仮説3を支持している。

また，原理・原則よりも協調によるインタラクション・スタイルを選好してお

り（t＝23．6，p＜．001），仮説4を支持している。さらには，中小供給業者よ

りも大手供給業者を選好しており（t＝26．9，p＜．001），仮説5も支持してい

る。

　また日本の小売業者は国内の供給業者を選好しており，ついで米国の供給業

者，最後にヨーロッパの供給業者という順である。興味深いことに，国籍上の

不利益は米国の供給業者におけるよりもヨーロッパの供給業者におけるほうが

大きい。これは，おそらく日本への輸入がヨーロッパからよりも米国からのほ
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うが大きく，より米国に親しみがあるせいではないかと考えられる。これら3

つの平均値に対して分散分析を行うと，有意な主効果があることがわかった

（F＝723．61，p〈、0001）。Turkey－K．amer法による多重比較を行うと，それ

ぞれの平均値は相互に有意差のあることが示され，仮説6を支持している（5〕。

　要約すると，コンジョイント分析の結果，日本における理想の供給業者とは，

革新的な製品をもち，協調型で，長期の取引関係がある，大手日本メーカーと

いうことになる。以下，各要因について詳細な検討を行う。

（参入順位）

　仮説では，日本の小売バイヤーは2番手追随ブランドよりも先発ブランドを

選好すると予想していた。コンジョイント分析の緒果でも，このことは明らか

であった。日米比較を行うために，Alpert，Kamins，and　Graham（1992）と同じ

表現による質問を用いて，先発ブランドと2番手追随ブランドに対する態度を

直接的に測定した。小売業者に対して，「先発製晶（2番手追随製品）を仕入

れることに対する，あなたの全般的な態度はどうですか」という質問をして，

「非常に好意的（十3）」から「非常に否定的（一3）」までの7点尺度によっ

て答えてもらった。

　表2の第1列が示すように，日本の小売バイヤーの先発ブランドに対する態

度はユ．96（s＝1，22）であり，2番手追随ブランドに対する態度はユ．17（s士

1．！9）であった。3番手以降の追随ブランドに対しては最も好意的でなく，否

定的にみられていた（x＝一．4！、s＝1．48）。また，t検定の結果，3つの平均

値はいずれも有意に異なっていることがわかった（t＝4．53，t＝6．29，t＝

7．31；すべてのケースでp＜．000！）。これらの結果はいずれも仮説1を支持し

ている。

　仮説2によれば，先発ブランドと2番手追随ブランドに対する態度の違いは

米国人のバイヤーよりも日本人のバイヤーのほうが大きいはずである。しかし
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ながら，表2が示すように，米国の小売バイヤーのほうが日本の小売バイヤー

よりも先発ブランドに対してより好意的な態度を示していた（2．21対1．96，t

検定の結果ではp＜．05）。2番手追随ブランドに対する態度は両国間でほぼ同

等である（1．12対1．17，p＜n．s．）。これら2つの参入順位聞での相対的な態

度の違いは，日本よりも米国のほうが有意に大きい（1，09対．79，t＝1．67，p

＜．05）。しかしながら，この緒果は，態度に関する設問で日本人の回答が米国

人よりも極端になりにくい，という異文化による測定上の事実加工を反映して

いる可能性がある㈹。その点を考慮しても，日本のバイヤーは2番手追随ブラ

ンドよりも先発ブランドを明らかに選好している。

　次に間題となるのは，この態度が行動に反映されるか否かということである。

すなわち，2番手遣随ブランドに比べて，はるかに多数の先発ブランドが実際

に小売業者に持ち込まれ，小売業者によって仕入れられているのかどうかとい

うことである。この質問の前半部分に答えるために，日本の小売業者に対して，

「昨年メーカーによって持ち込まれた新製品の内訳をお尋ねします。先発製品，

2番手追随製品，3番手以降の追随製晶はそれぞれ何％でしょうか」という質

問を行った。ついで，「先発製品，2番手追随製晶，3番手以降の追随製品に

分けた場合，それぞれを何％くらい仕入れましたか」という質問を行った。こ

れら2つの質問は，Alpert，Kamins，andGraham（1992）によって用いられたも

のと同じであり，2カ国問での結果の直接比較が可能となる。

　最も興味ある結果は，日本のバイヤーに持ち込まれた新ブランドのかなり高

い割合（50．72％）が先発ブランドであったということである。他方，持ち込

まれた新ブランドの17．35％が3番手以降の遣随ブランドであった。米国にお

いては，まったく逆のことが生じている。小売バイヤーの回答によれば，新ブ

ランドの14．06％が先発であり，半分近く（45．41％）が3番手以降の追随で

あった。両国における仕入れ率の違いは，ほとんどなかった。ただし，日本の

方が3番手以降の追随ブランドの仕入率はやや低い（日本の約21％に対して，
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表2．態度，売込みおよび仕入れの結果：日本対米国

69

日　　本　　　米　　国 統計的な有意差

態度

・先発

・2番手追随

3番手以降の追随

更＝1．96

s＝1．22

豆＝1．17

S三1．ユ9

文＝一．41

s＝1．48

菜＝2．2ユ

s＝1，05　　　　　　　　1，68‡

支＝1．12

s三．98　　　　　　　　　0．35

貢＝一．84

s＝1，50　　　　　　　　2．24＊

売り込みのあったブランドのパーセント

・先発

2番手追随

3番手以降の追随

P＝5C．72

s＝20I73

p颪31．92

s＝13．08

P＝17．35

s！16．37

P＝ユ4．06

s＝14．85　　　　　　15．40＊＊

p二23．28
s＝ユ4，19　　　　　　　4．94＊

P＝45．4工

s＝26．70　　　　　　10．20＊＊

実際に仕入れたブランドのパーセント

・先発

2番手追随

3番手以降の追随

p三62．80

s三24．51

P！43．46

s＝2ユ．69

P＝20．65

s＝ユ5．40

p＝63．61

s＝34，46　　　　　　－O．21

p三47，27

s蠣29．36　　　　　－1．17

P＝26．83

s三21．58　　　　　－3．33＊

日本のサンブル数は103，米国のサンブル数は144

＊P一＜一05．

＃‡p。＜一C1一

米国は27％）。

　全体的にみて，表2の結果から示唆されるのは，両国において小売バイヤー

は同じような行動をとっているが，供給業者はきわめて異なった行動をとって

いることである。明らかに，日本の供給業者は小売業者が3番手以降の追随ブ

ランドを嫌っていることを理解しており，はるかに少ない数しか持ち込んでい

ない。これは，日本における売り手と買い手の関係の特質と一致している。す
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なわち，日本においては，相互に相手の二一ズを知ることが求められており，

リレーションシップを価値あるものとするために，敬意をもって行動するので

ある（Graham，Johnston，andKamins1994）。

　日本で米国の3倍以上の先発ブランドが持ち込まれているという事実は，日

本における製品競争の特質に関する何かを伝えている。少なくともスーパーの

商晶に関しては，米国よりも日本のほうがかなり多くの製晶イノベーションを

ともなう競争が展開されていることが示唆される。これはまた，日本において

製品ライフサイクルがより短いことや，その結果として，新製品に重点を置く

こととも一致している。

　ブランド・タイプごとに持ち込まれた割合と仕入率を掛け算し，その結果が

長期間にわたって安定的であると仮定すれば，小売業者の棚における参入順位

別シェアを推定することができる。この計算によると，日本では，小売業者の

棚に置かれた商晶の64．6％が先発であるのに対して，米国では27．8％にしかす

ぎない。2番手追随ブランドの割合は，日本では28．1％であるのに対して，米

国では34．3％である。しかし，3番手以降の追随ブランドに関しては，日本で

の割合が7．3％でしかないのに対して，米国では37．9％にも及んでいる。もし

この推定が正しいとすれば，日本のスーパーマーケットの棚は先発ブランドに

よって6割以上も占められていることになる。

（国籍）

　コンジョイント分析において，最も影響力を持っていた要因は供給業者の国

籍であった。国籍が効果をもたらす源泉の！つは，問題となっている国に由来

する製品の品質に関する意識である。たとえば，かって田村通産大臣は，日本

の貿易問題は日本の流通制度ではなくて，低品質で高価格の米国製晶が原因で

あると発言した。

　今回の調査では，米国製晶の晶質を日本人がどのように知覚しているのかに
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ついて，2つの補足的質問で触れている。まず第1に，「一般に，日本企業の

ブランドの方が米国企業のブランドよりも品質が高い」という質問項目に対し

て，「全くその通り（7）から全く違う（1）」までの7点尺度で回答しても

らった。回答の平均値は5．37であり，日本のバイヤーは日本製品のほうが高晶

質であると知覚している（観察された平均値が尺度の中間値である4よりも有

意に大きいかどうかをテストすると，t二10．17，p＜．0001であった）。

　次に，小売業者の仕入れが消費者の意識を考慮に入れなければならないこと

を前提におき，日本の消費者が米国製品よりも日本製品を好むかどうかを調べ

た。「同じ製品の場合，消費者は米国企業のブランドよりも日本企業のブラン

ドを好む」という質問項目に対して，「全くその通り（7）から全く違う

（1）」までの7点尺度で回答してもらった。回答の平均値は5．67であり，こ

の言明を強く支持している（観察された平均値が尺度の中問値である4よりも

有意に大きいかどうかをテストすると，t＝11．16，p＜．0001であった）。

　こういった日本の小売バイヤーに対する質問の結果は，企業経営者に対する

Kamins　and　Nagashima（ユ994）や学生に対するSakaki（1994）の研究結果とな

らんで，米国製品が低品質で，ひいては望ましくないという意識が日本で広く

持たれていることを示している。したがって，田村通産大臣による米国製晶が

劣っているという発言は，日本人の意識を正確に反映しているともいえる。残

念ながら，こうした意識はなかなか変わらない。さらに間題なのは，品質の意

義が日本と米国で同じではないことにある。たとえば，Sakaiya（1993）が言

及しているように，ヨーロッパ人とアメリカ人が全般的な性能と外観を見るの

に対して，日本人は非常に細かな点や包装にまで入念に調べるのである。

（取引コストとリレーションシップ・コスト）

前述した製晶の晶質も古典的な国籍効果の1つであるが，異文化関係もまた

供給業者における国籍の選好に影響を及ぼす。分析で得られた結果は，取引コ
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ストおよびリレーションシップ・コストの視点から解釈することができる。

　Ganesan（1994）は，Williamsonの取引コストを「両者が満足のいく同意に

至り，そうした同意を予期しない偶発事項に適応させ，そして条項を守らせる

ためのコスト」と要約している。したがって，本研究の文脈のなかでは，ロイ

ヤルティを持つことが経済的に効率的となる。というのは，信頼性とビジネス

関係に対するコミットメントが証明されている場合には，取引コストは低くな

るからである。同様に，原理・原則型の供給業者は協調型の供給業者ほど信頼

性がおけず，取引がより高くつくことになる（金銭的にだけでなく，口論やフ

ラストレーションの点でも）。したがって，協調型で，従来から関係のある

（すなわち，取引コストのより低い）供給業者と取引するほうがより容易であ

る。

　文化の違いも取引コストに影響を及ぼす。というのは，取引コストに関する

見方と範囲が国によって異なるからである。日本のビジネス関係は，はるかに

密度が高く，ビジネスを始める前でさえ注意を払い信頼感を確立することが必

要とされる。その見返りとして，長期的にはより効率的となる。すなわち，

パートナーが相互に信頼しあっており，機会主義が発生しないので，将来の取

引はより低コストとなるのである。実際，日本型のリレーションシップは長期

的な見返りが大きいので，米国の自動車産業は供給業者とのこうした関係を模

倣しはじめている。

　米国では，逆に，小売業者と供給業者におけるリレーションシップヘの投資

は小さく，両者はお互いに独立した工一ジェントのように行動する。取引を行

うかどうかを考える際に，米国人は一般的に取引の短期的な財務上の見返りを

強調する。いったん取引が結ばれると，契約によって両者は保護されると期待

している。それに対して日本人は，どちらかといえば長期にわたるリレーショ

ンシップで予想される費用・便益に関心をもっている。したがって，日本人は

個々の取引コストに焦点をあてるのではなく，期待されるリレーションシップ
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の費用・便益に焦点をあてているのである。日本人はすでに，リレーション

シップ・マーケティングのパラダイムで主張される取引コスト分析の線に沿っ

て行動している。すなわち，「分離された個別の取引」ではなくて，継続的に

続いている「リレーショナルな交換」に焦点をあてているのである（Morgan

a・dHmt1994）。

　本研究でも，日本のほうが米国よりもリレーションシップがより重要である

という直接的な証拠がいくつか発見されている。Alpert，Kamins．and　Graham

（1992）によって開発された質問票では，米国の小売業者に対して，「ある供給

業者の製品を拒否することによって，当該業者との関係を損なうことにどのく

らい懸念しているか」について質問している。今回の調査では，彼らが得た結

果と日本の小売業者からの回答を直接的に比較するために，まったく同じ設問

を用いている。つまり，「先発製晶も追随製晶も含めて，当初は，新製品に対

して否定的な態度を有していると仮定して下さい。次のような場合に，あなた

の気は変わりますか。他の製晶で既に取引関係のある有カメーカーであれば仕

入れる（そのメーカーとの関係を損ないたくないので）」という質商である。

　これに対して，「非常に当てはまる（十3）」から「全く当てはまらない（一

3）」までの7点尺度を用いて回答してもらった。

　その結果，日本の小売バイヤーは主要な供給業者との関係を損ねることに対

して後ろ向きである（平均値は．13で，中立的意見である0から有意に異なっ

ていない）。これに対して，米国の小売業者は関係を損なう可能性について

まったく配慮していない（平均値は一1．2で，Oから有意に異なっており，ま

た日本の回答とも有意な差がある；どちらのケースも，p＜．001）。

　したがって，米国の小売バイヤーにとっては，全般的なリレーションシップ

ではなく，当面の取引がすべてであるということがわかる。これに対して，日

本のバイヤーは，明らかに主要な供給業者に対して何らかの忠誠心を感じてお

り，単にリレーションシップを維持するためだけに製晶を仕入れる可能佳もあ
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る。

　要約すると，日本の小売業者にとって，馴染みのない海外の供給業者と取引

することの初期および長期の取引コストは，すでに関係のある日本の供給業者

と取引するのに比べて相当に高いものといえる。異文化間の距離（Hofstede

1984）や物理的距離と並んで，本研究で議論された要因のために，新規でしか

も海外の供給業者と取引関係を始めることは，既存の日本の供絵業者との関係

を継続することよりもはるかに複雑であり，困難なのである。米国製品の品質

が劣っているという意識もまた，優れたインタラクションの必要性に対する認

識を高めている。米国や他の海外の供給業者は，インタラクションの点でも日

本の供給業者と比べて劣っていると思われる。

　供給業者の規模も同じような効果を持っている。すなわち，海外の供給業者

が小さければ小さいほど，当該供給業者が事業から撤退してしまう危険性が大

きくなる（あるいは少なくとも，日本におけるコミットメントを支援するのに

わずかな資源しか持っていない）ので，リレーションシップを築く上で必要な

多額の初期投資が失われてしまう危険性が大きくなる。その結果，海外の供給

業者は相当なハンデキャップを背負って日本でのビジネスを開始せざるを得な

いのである。

5．米国の供給業者に対する提言

　直面する非常に困難な不利益を考慮すると，いくつかの参入障壁を克服し，

日本の小売業者との良好なリレーションシップを築くために米国の供給業者は

何ができるのか。これまでの議論で，日本の小売業者にとって重要だと思われ

る5つの要因を発見したが，それぞれについての問題点を克服する方法につい

て検討してみよう。
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（1〕全般的な障壁

（参入順位）

　現地顧客の二一ズを満たすような先発ブランドを持てという古典的助言は，、

日本に参入する場合にとりわけ璽要となる。逆に，製晶がほんのわず牟ばかり

ユニークであっても，日本市場における海外企業としての不利益を相殺するに

は十分でないかもしれない。もう1つの重要な問題は，そのユニークな特徴が

どの程度模倣できるかということである。日本ではリレーションシップが非常

に重要視されているので，日本の小売バイヤーは，ある程度新しい特質をもっ

ているが品質が定かではない製品を提供する米国の供給業者に切り替えるより

も，すでに取引を行っている日本の供給業者が模傲製品を出すのを待つかもし

れない。

（供給業者の規模）

　先発製品を欠く中規模，特に小規模な米国の供給業者にとっては，日本で流

通経路を確保することは極度に困難な課題である。日本でストアブランドの低

フスト商品を提供するという選択肢もある。しかし，それもドルの価値が上

がったために困難となりつつある。

（すでに取引関係のある供給業者に対するロイヤルティ）

　日本における既存の供給業者に対するロイヤルテイというリレーションシッ

プから，将来にわたってまったく利益が期待できないということでもない限り，

米国の供雑業者は鍵となる重要な小売業者とρ間のリレーションシップを断ち

切るべきではなレ）。可能であれば，仮に一見したところ短期的には無理難題と

恩えるような要求が出されたとしても，日本側パ丁トナーとのリレ，一ション

シップを保つことが重要である。、
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（インタラクション・スタイル）

　日本において買い手と売り手とのインタラクション・スタイルが果たす役割

の重要性を考えると，米国の供給業者は「協調型」アプローチを含めて現地の

文化的規範を学習し，適応する必要がある。日本人は，流通チャネル関係にお

けるパワーを米国人とはまったく異なって捉えており，こうした違いを理解す

ることが成功のための重要な秘訣となる可能性がある（1ohns㎝，Sakano，Cote，

and　Onzo1993）。したがって，1ヨ本における米国の供給業者も日本人になる

（日本人らしい振る舞いをする）よう努力して，米国の供給業者との関係を魅

力のないものにしている取引コスト上の不利益を削減する必要がある。理論的

には，必要なスキルを獲得する最も簡単な方法は，経験のある日本人の従業員

を雇うことである。徐々に変わりつつあるものの，これまでは終身雇用制の慣

行のために，このことは非常に困難であった。米国の供給業者としては，3つ

の選択肢があると思われる。

　1．日本のやり方や習慣に最も適応できそうなスタッフを選抜し，日本に送

　　り込む。

　2．米国人スタッフを申長期に日本に送り込み，文化変容できるようにする。

　3、大学を出たばかりの日本人を採用し，権限のある地位につけるよう育成

　　していく。

12）個別的な障壁事項

最後に，米国の供絵業者が日本で成功するためにはどのような点に注意すれ

ばよいのかを，これまでの分析結果との関連から考察してみたい。そのため，

この調査では，製晶の特質，供給業者の特質，マーケティング・ミックス，日

本への適応などに関連する24項目について，日本の小売業者にどの程度の関

心をもっているのか回答してもらった＝7〕。「大いに関心がある（10）から全く

関心がない（0）」までの尺度で回答してもらった。
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表3．　日本の小売業者が米国の供給会社とその製品に関して抱く関心事

製品

・パッケージ

・信頼性

・耐久性

・性能

　ステイタスの高いブランド名

・製晶のユニークさ

・新たな製品カテゴリー

供給業者

・名声（世界的な）

　日本での実績

　自社との取引実績

・納期を守る点での信頼性

　欠陥品がないという意味での信頼性

・規模

マーケテイング

・日本における販売員の経験

　自社について、の予備調査の度合い

・提示された取引の収益性

・広告支援

・小売価格

・市場の潜在性

日本への適応

・ラベル表示

・サイズや重量

・米国製品であることをふせてある

（一見すると，日本製晶のように見える）

関心の程度

6，83

8，76

8，21

8，79

6，78

7，91

7．99

6，80

7，56

5，64

8，60

8，93

6．21

6，27

5，81

8．ユ2

7．ユ1

8，33

7．99

8，30

8，23

4．09

その他

・ライバル企業（他の小売業者）が扱りてい一るかどうか　　　7．30

・国内の有カメーカーが生産できるかどうか　　　　　　　　6．96

回答の尺度10＝まったく関心が無い，ユO＝大いに関心がある

N；l03．
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　結果は表3に示されている。以下，本調査後に行われた日本の小売業数社と

のフオローアップ・インタビューも踏まえて，この結果を解釈する。

（製品の属性）

　性能，信頼性および耐久性が，米国製品に対する主要な関心事であった。そ

れらに比べると，製品の革新性（すなわち，ユニークな機能をもっているかど

うか，新たな製品カテゴリーを創り出したかどうか）に対する関心は幾分低

かった。このことだけで，米国製晶にとって，革新性（すなわち，参入順位）

が全体的にみて製品の品質よりも重要でないとは判断できないが，品質が依然

として大きな関心事であることを理解することができる。この結果は，米国製

品の品質は相対的に低いという日本のバイヤーの全般的な意識と一致している。

したがって，米国の供給業者はマーケテイング・コミュニケーションにおいて

製品のユニークさだけでなく，品質も強調しなければならない。

　米国製品のパッケージは主要な関心事ではなかった。また，ステイタスの高

いブランド名も重要ではなかった。

（供給業者の属性）

　製品の品質だけでなく，米国の供給業者が持つ基本的な能力も主要な関心事

であった。欠陥晶がないという意味での信頼性や納期を守るという点での信頼

性が圧倒的に大きな関心事であった。日本でのこれまでの実績は重要であるが，

自社との取引実績はそれほど重要ではなかった。この結果は一見すると日本に

おけるリレーションシップの重要性と矛盾するように思える。しかし，日本の

小売バイヤーは米国の供給業者の多くが自社にとって新規であるとの前提を

持っており，米国の供給業者が日本企業全般に対してどのようにな取引関係を

持てばよいのかわからない時のみ，重大な問題となると考えていると解釈する

こともできる。おそらく日本の小売業者との経験があればあるほど，米国の供
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給業者は「日本的」になると考えられるのである。また，この緒果は，日本の

バイヤーが自社にとって新規の米国業者との取引を始める可能性のあることを

示している｛8｝。

（マーケテイング）

　小売価格，提示された取引の収益性，市場の潜在性によって規定される米国

製品からもたらされる全般的な収益性が日本のバイヤーにとって主要な関心事

となっている。しかし，広告支援はそれほど高い関心事ではない。

　日本のバイヤーにとってさらに関心が低いのは，自社についての予備調査の

程度と日本における販売員の経験であ乱おそらく，これらの緒果は，米国の

供給業者に対して何を期待しないのか，またどの次元で弱点があっても許容さ

れるのかを示している。たとえば，販売員の日本における経験は供給業者の日

本における経験よりも重要視されていない。これは，リレーションシップを築

くということが最初の取引に際しての交渉よりも重要であることを示唆してい

る。

（その他の属性）

　日本のバイヤーは，米国製品であることをふせる（すなわち，一見すると，

日本製品のように見える）必要性を感じていない。米国製晶を日本製晶と混ぜ

て，日本製品に見せかける必要は全くないのである。この結果は，米国に対す

る反感が基本的にないことを示唆しており，純粋の外国嫌いという国籍効果で

米国製品の普及が日本で進まないことを説明するのはかなり難しいことを意味

している。

　同時に，ラベル表示が不十分にしか適応していないこと（たとえば，日本語

への翻訳がないか，あっても訳がひどい場合）や製品の物理的特質が不適切な

こと（たとえば，小売業者の棚や顧客にとって大きすぎる場合）が主要な関心
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事である。しかし，これまでに日本での経験をもつ米国の供給業者は，このよ

うな素人じみたミスは犯さないと思われる。

　日本のバイヤーは，ライバル企業（他の小売業者）が当該製晶を扱っている

かどうかにもかなりの関心を抱いている。したがって，もしある米国の供給業

者が日本市場に入り込むことに成功し，ある日本の小売業者に扱ってもらえる

ことになった場合，別の小売業者も当該襲品を扱いたいと思う可能佳が高い。

また，日本のバイヤーは，既存の供給業者が当該製品を生産できるかどうかに

も関心をもっている。すなわち，自杜にロイヤルティを有する供給業者が当該

製品を生産（模倣）できるのであれば，そういう業者にできればまかせたいと

いう意思の表れである。このことは，既に指摘したように，日本ではリレー

ションシップがきわめて重要であり，先発ブランドであるだけでは流通経路を

確保するには十分でないことを反映している。しかし，日本の小売業界の競争

は激しいので，模倣もかなり迅遠に行わなければならない。

6．結　論

　本研究は，日本の小売バイヤーが購買決定を行う際に影響を及ぼす要因を検

討し，優先順位をつけることによって，米国の慎給業者が日本で直面する障害

を解明しようと試みたものである。本研究の限界の1つは，単一の業界のみで

小売バイヤーを調査したことである。本研究はこの種の調査として最初であっ

たので，調査対象を広げて追試する必要がある。将来の研究課題としては，米

国，日本，そしておそらくその他の国にまたがる小売バイヤーに関する国際比

較を通じて，新たな要因ないし属性を考察することが考えられる。

　こういった制約にもかかわらず，本研究で行った実証的な検討は，日本の小

売バイヤーの選好がいかにして流通システムを貿易の非関税障壁にしているの

かという点を理解するのに役立つ。コンジョイント分析の結果，国籍が日本の

小売バイヤーの意思決定における5つの要因のうちで最も重要なものであった。
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しかし，他の4つの要因，すなわち参入順位，インタラクション・スタイル，

供給業者に対するロイヤルティ，および供給業者の規模もまた海外の売り手に

とっての障壁となっていた。国の効果が最重要であるという結果は，その他の

4つの要因のうち，国の効果が最初の3つを要約する尺度として機能していた

可能性がある。もちろん，日本の小売業者が単に外国嫌いであるとは思えない。

「構造的参入障壁」や「国の効果」などの抽象的概念に捕らわれて議論するよ

りも，こういった障壁を創り出している個々の要因に焦点をあてるべきであろ

う。

　本研究はまたマーケテイングにおけるリレーションシップの重要性およびリ

レーションシップの文化的コンテキストをも提示している。これはまた，米国

と日本では特定のチャネル戦略の有効性が異なるというJohnson，Sakano，and

Onzo（1990）の発見とも一致している。日本のビジネス関係は，米国のそれよ

りもはるかにハイ・コンテキストであり，そのため取引コストがはるかに大き

な意味を持っている。その結果，予想される長期にわたる関係コストがユつの

重要な関心事となる。

　供給業者と小売業者の関係が日本と米国ではあまりに違うので，米国の供給

業者が文化的規範を理解し，協調型アプローチを実践するなど，果たすべき役

割を常に考える必要がある。また，本研究では，日本のバイヤーが米国製晶を

日本製品よりも晶質で劣ると意識していることが確認された。さらに，米国の

供給業者が提僕するサービスの質に関しても懸念を示していた。

　米国の供給業者が日本の小売業者の要望と関心事を満たせるように学習すべ

きだということには何も新しいものはない。しかし，言うは行うよりも易しで

ある。本研究によって，具体的に日本での流通経路の確保を妨げる要因が識別

された。一般的な議論ではなく踏み込んだ議論がなされているだけに，米国の

供給業者が日本で成功する上での貴重な示唆になりうるものと思われる。
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創1〕本研究では，いくつかの広範なトピックに焦点をあてているが，各トピックのすべての側面を

　　単一の実証分析で網羅することはできない。ただし，このことはここで触れられなかった間題が

　　重葵でないことを意味していない。

　；2〕この概念は，P酊s㎝s　a口d　Shlls（1951，p．77）が提示した普遍主義（一般的な戦略を適応する〕

　　対特異主義（特定の関係を考慮する）という2つの基本的な次元にもかなり近い。Hofstede

　　（1985）も彼の研究において，普遍主義／特異主義を強く支持している。

　；3）回答者が答えやすくするために，5つの要因を単純な方法で操作化せざるを得なかった。した

　　がって，もっと細かな操作化は実施できなかった。たとえば，Kale　and　Bames（1992）は，異文

　　化間のインタラクション・スタイルに関して5つのタイプをあげている。もしこういったより細

　　かな尺度を使うと，仮にそれぞれが2つの水準をもっていたとしても，非常に多くの組み合わせ

　　となり，多忙なビジネスマンに回答を依頼するのがきわめて困難となるだろう。

　ω　この区分法を採用した。A1pert，Kamins，and　Graham（1992〕に合わせて，次のような用語の

　　定義が回答者に提供された。

　　　先発製品とは，新しい製品カテゴリーを市場で創り出すような画期的な新製品を指します。具

　　体的には，ドライビールにおけるアサヒの「スーパードライ」，コンパクト洗剤における花王の

　　「アタック」などです。2番手追随製品とは，同一の製品カテゴリーにおいて先発製品を模倣し

　　た製晶を指します。具体的には，資生堂の「カラーリンス」に追随した花王の「ブローネ」，東

　　芝の「ダイナブック」に追随したNECの「98note」などです。3番手追随商晶とは，先発製品

　　と2番手追随製品に続いて市場参入した製晶を指します。

　15〕コンジョイント分析の信頼性は，サンブルを半分に分割し，それぞれを分けて分析することに

　　よって評価した。国籍を3つのカテゴリーにしたことの妥当性は，日本対米国のみ，日本対米国

　　とヨーロッパを組み合わせたものに分けることによって評価した。どちらの手続きも実質的に本

　　研究で報告されたのと同一の繕果となった。

　16〕D㎝glas　and　Craig（1992）は．米国人がより極端な回答をする傾向があることを報告している。

　　調整手続きとしては，通常，標準化が用いられる。しかし，標準化しても，結果にはまったく影

　　響を及ぼさなかっ㍍Aulakh　and　Kotabe｛1993）は，異文化閻の比較分析を行うための尺度の同

　　等性に関しては，評価技法と調整技法を開発する必要があることを指摘している。

（7〕バイヤーが完全な多属性態度モデル（最初にそれぞれの属性の重要性について評価してもらい，

　　次にそれぞれの属性について米国と日本の僕給業者の成績を評価してもらう〕に回答することが

　　理想的ではあるが，質問票のスペースに限りがあり，1つの評価しか依頼できなかった。「関

　　心」というのは，大まかに言えば，重要性と成果を組み含わせたものである。

　（8〕これらの結果は，コンジョイント分析が示したように，ロイヤルティよりもインタラクショ

　　ン・スタイルの重要性のほうがが高いことを示している。表3でロイヤルティが5．64というきわ

　　めて低いスコアなのは，日本のバイヤーが米国の供給業者とは長期のリレーションシップを期待

　　していないことを示しているように思われる。
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